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受益者のみなさまへ
毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。
当ファンドは、残存期間の異なる米国国債
に投資し、安定した収益の確保と信託財産の
着実な成長をめざしております。当作成期に
つきましてもそれに沿った運用を行ないまし
た。ここに、運用状況をご報告申し上げま
す。
今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／海外／債券 

信 託 期 間

為替ヘッジあり
2013年 6 月27日～2050年 3 月25日

為替ヘッジなし

フレックス
ヘッジ 2013年 6 月27日～2028年 3 月24日

運 用 方 針 安定した収益の確保と信託財産の着実な成長をめざ
して運用を行ないます。

主 要
投 資 対 象

ベ ビ ー フ ァ ン ド 米国国債マザーファンド
の受益証券

米国国債マザーファンド 米国国債

組 入 制 限

ベ ビ ー フ ァ ン ド の
マ ザ ー フ ァ ン ド 組 入 上 限 比 率 無制限

マザーファンドの株式組入上限比率 純資産総額
の10％以下

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買益
（評価益を含みます。）等とし、原則として、信託財
産の成長に資することを目的に、配当等収益の中か
ら基準価額の水準等を勘案して分配金額を決定しま
す。ただし、配当等収益が少額の場合には、分配を
行なわないことがあります。

米国国債ファンド
為替ヘッジあり（年1回決算型）
為替ヘッジなし（年1回決算型）
フレックスヘッジ（年1回決算型）

運用報告書（全体版）
（決算日　2026年 3 月26日）

第13期
（作成対象期間　2025年 3 月27日～2026年 3 月26日）



米国国債ファンド　為替ヘッジあり（年 1回決算型）

決　算　期
基　　準　　価　　額 ＦＴＳＥ米国債インデックス

（米ドルベース） 公 社 債
組　 入
比　 率

債 券 先 物
比 率

純 資 産
総 額

（分配落） 税 込
分 配 金

期 中
騰 落 率 （参考指数） 期 中

騰 落 率
円 円 % % % % 百万円

9 期末（2022年 3 月28日） 9, 880 0 △ 5. 9 11, 592 △ 5. 0 98. 9 ─ 3, 602

10期末（2023年 3 月27日） 9, 148 0 △ 7. 4 11, 231 △  3. 1 94. 3 ─ 3, 585 

11期末（2024年 3 月26日） 8, 466 0 △ 7. 5 11, 136 △  0. 8 96. 5 ─ 5, 713 

12期末（2025年 3 月26日） 8, 265 0 △ 2. 4 11, 614 4. 3 97. 9 ─ 5, 446 

13期末（2026年 3 月26日） 8, 203 0 △ 0. 8 12, 051 3. 8 96. 9 ─ 4, 946 

（注 1）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 2） ＦＴＳＥ米国債インデックス（米ドルベース）は、同指数の原データをもとに、当ファンド設定日を10, 000として大和アセットマネジメント

が計算したものです。ＦＴＳＥ米国債インデックス（米ドルベース）は、ＦＴＳＥ Fixed Income LLC により運営されている債券インデッ
クスです。同指数はＦＴＳＥ Fixed Income LLC の知的財産であり、指数に関するすべての権利はＦＴＳＥ Fixed Income LLC が有してい
ます。

（注 3）海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用しています。
（注 4）指数値は、指数提供会社により過去に遡って修正される場合があります。上記の指数は直近で知り得るデータを使用しております。
（注 5）公社債および債券先物の組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注 6）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）を除きます。
（注 7）債券先物比率は買建比率－売建比率です。

為替ヘッジあり（年 1回決算型）

最近 5期の運用実績
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■基準価額・騰落率
期　首：8, 265円　
期　末：8, 203円（分配金 0円）
騰落率：△0. 8％（分配金込み） 

■基準価額の主な変動要因
米国国債に投資し為替ヘッジを行った結果、保有している債券の価格が上昇したことや利息収入
がプラス要因となりましたが、為替ヘッジコストがマイナス要因となり、基準価額は下落しまし
た。くわしくは「投資環境について」をご参照ください。

運用経過

基準価額等の推移について 
（円） （億円）

基準価額（左軸）　　　　分配金再投資基準価額（左軸）　　　　純資産総額（右軸）
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（注）分配金再投資基準価額は、当作成期首の基準価額をもとに指数化したものです。

期　首
（2025. 3. 26）

4月 2月2026年
1月

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 期　末
（2026. 3. 26）

＊ 分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを
示すものです。
＊ 分配金を再投資するかどうかについては、お客さまがご利用のコースにより異なります（分配金を自動的に再投資するコースがないファンドも
あります）。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、お客さまの損益の状況を示すものではありません。

米国国債ファンド　為替ヘッジあり（年 1回決算型）
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米国国債ファンド　為替ヘッジあり（年 1回決算型）

年　　月　　日
基　準　価　額 ＦＴＳＥ米国債インデックス

（米ドルベース） 公 社 債
組 　 入
比 　 率

債 券 先 物
比 率

騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率
円 % % % %

（期 首）2025年 3 月26日 8, 265 ─ 11, 614 ─ 97. 9 ─
3 月末 8, 295 0. 4 11, 654 0. 3 96. 8 ─
4 月末 8, 340 0. 9 11, 759 1. 2 97. 5 ─
5 月末 8, 191 △ 0. 9 11, 614 △  0. 0 95. 8 ─
6 月末 8, 266 0. 0 11, 746 1. 1 97. 8 ─
7 月末 8, 216 △ 0. 6 11, 733 1. 0 98. 7 ─
8 月末 8, 301 0. 4 11, 871 2. 2 97. 4 ─
9 月末 8, 322 0. 7 11, 965 3. 0 97. 7 ─
10月末 8, 341 0. 9 12, 039 3. 7 98. 8 ─
11月末 8, 386 1. 5 12, 127 4. 4 97. 3 ─
12月末 8, 329 0. 8 12, 089 4. 1 96. 5 ─

2026年 1 月末 8, 272 0. 1 12, 067 3. 9 96. 5 ─
2 月末 8, 386 1. 5 12, 244 5. 4 97. 7 ─

（期 末）2026年 3 月26日 8, 203 △ 0. 8 12, 051 3. 8 96. 9 ─
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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■米国債券市況
米国の短中期金利は低下（債券価格は上昇）、超長期金利は上昇（債券価格は下落）しました。
米国債券市場では、当作成期首より、米国の関税政策への懸念から利下げ織り込みが急速に進行
する一方で、財政への懸念などから不安定な展開となり、金利は短中期を中心に低下しました。
2025年 5 月に入ると、関税政策をめぐる各国との交渉に進展が見られ、過度な景気減速懸念が後退
したことなどから、金利は上昇しました。 6月から10月にかけては、インフレ率の下振れや労働市
場の悪化懸念などを背景に利下げ期待が高まったことなどから、金利は低下しました。11月から
2026年 1 月にかけては、グリーンランドの領有問題をめぐる欧米の対立や、ＦＲＢ（米国連邦準備
制度理事会）の独立性への懸念などから米ドル離れの思惑が再燃したこと、米国で底堅い経済指標
を受けて当面の利下げ観測が後退したことなどから、金利は上昇しました。 2月は「ＡＩ（人工知
能）脅威論」により将来的な景気不安が意識されたことなどから、金利は低下しました。当作成期
末にかけては、米国・イスラエルがイランに軍事攻撃を行い、ホルムズ海峡が事実上封鎖されたこ
とを受け、エネルギー価格が急騰したことなどから、金利も上昇しました。

投資環境について （2025. 3. 27 ～ 2026. 3. 26）

■当ファンド
「米国国債マザーファンド」を高位に組み入れます。保有実質外貨建資産については、為替変動
リスクを低減するため、為替ヘッジを行います。

■米国国債マザーファンド
米国国債に投資し、残存期間の異なる債券の利息収入を幅広く確保することをめざして運用を行
います。
米国国債への投資にあたっては、残存期間が最長15年程度までの国債を、残存期間ごとの国債の
投資金額がほぼ同程度となるように組み入れます。
外貨建資産の組入比率は、通常の状態で高位に維持します。

前作成期末における「今後の運用方針」

米国国債ファンド　為替ヘッジあり（年 1回決算型）
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■当ファンド
「米国国債マザーファンド」を高位に組み入れました。保有実質外貨建資産については、為替変
動リスクを低減するため、為替ヘッジを行いました。

■米国国債マザーファンド
米国国債に投資し、残存期間の異なる債券の利息収入を幅広く確保することをめざして運用を行
いました。
米国国債への投資にあたっては、残存期間が最長15年程度までの国債を、残存期間ごとの国債の
投資金額がほぼ同程度となるように組み入れました。
外貨建資産の組入比率は、通常の状態で高位に維持しました。

当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。

ベンチマークとの差異について

ポートフォリオについて （2025. 3. 27 ～ 2026. 3. 26）

（％）

当　期
（2025. 3. 26～2026. 3. 26）

-1. 0

0. 0

1. 0

2. 0

3. 0

4. 0

基準価額
ＦＴＳＥ米国債インデックス
（米ドルベース）

（注）基準価額の騰落率は分配金込みです。

米国国債ファンド　為替ヘッジあり（年 1回決算型）
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当作成期は、経費控除後の配当等収益が計上できなかったため、収益分配を見送らせていただきま
した。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

分配金について

 ■分配原資の内訳（ 1万口当り）

項 目
当期

2025年 3 月27日
～2026年 3 月26日

当期分配金（税込み） （円） ━
対基準価額比率 （％） ─
当期の収益 （円） ─
当期の収益以外 （円） ─  

翌期繰越分配対象額 （円） 1, 020 
（注 1） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 2） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 3） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

（注 4） 投資信託の計理上、「翌期繰越分配対象額」は当該決算期末時点の基準価額
を上回る場合がありますが、実際には基準価額を超える額の分配金をお支
払いすることはございません。  

■当ファンド
「米国国債マザーファンド」を高位に組み入れます。保有実質外貨建資産については、為替変動
リスクを低減するため、為替ヘッジを行います。

■米国国債マザーファンド
米国国債に投資し、残存期間の異なる債券の利息収入を幅広く確保することをめざして運用を行
います。
米国国債への投資にあたっては、残存期間が最長15年程度までの国債を、残存期間ごとの国債の
投資金額がほぼ同程度となるように組み入れます。
外貨建資産の組入比率は、通常の状態で高位に維持します。

今後の運用方針

米国国債ファンド　為替ヘッジあり（年 1回決算型）
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1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当　期

（2025. 3. 27～2026. 3. 26） 項　　目　　の　　概　　要
金　額 比　率

信 託 報 酬  95円 1. 144％
信託報酬＝当作成期中の平均基準価額×信託報酬率
　　　　　当作成期中の平均基準価額は8, 283円です。

（投信会社）  （46）  （0. 550） 
投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託会社への運用指図、基準価
額の計算、法定書面等の作成等の対価

（販売会社）  （46）  （0. 550） 
販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの
管理、購入後の情報提供等の対価

（受託会社）  （4）  （0. 044） 受託会社分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ─ ─
売買委託手数料＝当作成期中の売買委託手数料／当作成期中の平均受益
権口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

有価証券取引税  ─ ─
有価証券取引税＝当作成期中の有価証券取引税／当作成期中の平均受益
権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

そ の 他 費 用  2   0. 020  その他費用＝当作成期中のその他費用／当作成期中の平均受益権口数

（保管費用）  （1）  （0. 011） 
保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および
資金の送金・資産の移転等に要する費用

（監査費用）  （1）  （0. 008） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

（そ  の  他）  （0）  （0. 001） 信託事務の処理等に関するその他の費用

合 　 　 計  96   1. 164  

（注 1） 当作成期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便
法により算出した結果です。

（注 2）各金額は項目ごとに円未満を四捨五入してあります。   
（注 3） 各比率は 1万口当りのそれぞれの費用金額を当作成期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、小数点第 3位未満を四捨五

入してあります。   
（注 4） 組み入れているマザーファンドがある場合、売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当該マザーファンドが支払っ

た金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。組み入れている投資信託証券（マザーファンドを除く。）がある場合、
各項目の費用は、当該投資信託証券が支払った費用を含みません。なお、当該投資信託証券の直近の計算期末時点における「 1万
口当りの費用の明細」が取得できるものについては「組入上位ファンドの概要」に表示することとしております。

米国国債ファンド　為替ヘッジあり（年 1回決算型）
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参考情報

総経費率
1. 16%

運用管理費用
（投信会社）
0. 55％

運用管理費用
（販売会社）
0. 55％

運用管理費用
（受託会社）
0. 04％

その他費用 0. 02％

（注 1） 1万口当りの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注 2）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
（注 3）各比率は、年率換算した値です。

■総経費率
　当作成期中の運用・管理にかかった費用の総額を、期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（ 1口当り）
を乗じた数で除した総経費率（年率）は1. 16％です。

米国国債ファンド　為替ヘッジあり（年 1回決算型）
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米国国債ファンド　為替ヘッジあり（年 1回決算型）

■売買および取引の状況
親投資信託受益証券の設定・解約状況

（2025年 3 月27日から2026年 3 月26日まで）
設　　　定 解　　　約

口　　数 金　　額 口　　数 金　　額

米国国債
マザーファンド

千口 千円 千口 千円

697, 845 1, 301, 800 1, 248, 554 2, 384, 600 

（注）単位未満は切捨て。

■投資信託財産の構成
2026年 3 月26日現在

項　　　　　　目 当　　期　　末
評　価　額 比　　率

千円 %
米国国債マザーファンド 4, 866, 406 97. 6 
コール・ローン等、その他 119, 319 2. 4 
投資信託財産総額 4, 985, 726 100. 0 
（注 1）評価額の単位未満は切捨て。
（注 2） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 3月26日における邦貨換算レートは、 1アメリカ・ドル＝
159. 52円です。

（注 3） 米国国債マザーファンドにおいて、当期末における外貨建純資産
（20, 999, 345千円）の投資信託財産総額（21, 198, 097千円）に対する比率
は、99. 1％です。 

■組入資産明細表
親投資信託残高

種　 　類
期　　首 当　　期　　末
口　　　数 口　　　数 評　価　額

千口 千口 千円 
米国国債マザーファンド 2, 944, 180 2, 393, 471 4, 866, 406 
（注）単位未満は切捨て。

＊ 同じ銘柄名が複数表示される場合、同一銘柄名であっても市場や通貨等が異なる
場合があります。また、銘柄名称が長い場合、名称の一部が表記されない場合が
あります。

■利害関係人との取引状況等

当作成期中における利害関係人との取引はありません。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
2026年 3 月26日現在

項　　　目 当　期　末
（Ａ）資産 9, 806, 264, 628円

コール・ローン等 118, 778, 260  
米国国債マザーファンド（評価額） 4, 866, 406, 160  
未収入金 4, 821, 080, 208  

（Ｂ）負債 4, 860, 240, 602  
未払金 4, 827, 147, 710  
未払解約金 3, 496, 335  
未払信託報酬 29, 384, 740  
その他未払費用 211, 817  

（Ｃ）純資産総額（Ａ－Ｂ） 4, 946, 024, 026  
元本 6, 029, 265, 536  
次期繰越損益金 △  1, 083, 241, 510  

（Ｄ）受益権総口数 6, 029, 265, 536口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 8, 203円

＊ 期首における元本額は6, 589, 861, 667円、当作成期間中における追加設定元本額は
446, 577, 807円、同解約元本額は1, 007, 173, 938円です。 

＊当期末の計算口数当りの純資産額は8, 203円です。 
＊当期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は1, 083, 241, 510円です。

■損益の状況
当期　自2025年 3 月27日　至2026年 3 月26日

項　　　目 当　　　期
（Ａ）配当等収益 716, 184円

受取利息 716, 184  
（Ｂ）有価証券売買損益 21, 480, 504  

売買益 854, 993, 280  
売買損 △  833, 512, 776  

（Ｃ）信託報酬等 △  60, 840, 846  
（Ｄ）当期損益金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △  38, 644, 158  
（Ｅ）前期繰越損益金 △  502, 719, 632  
（Ｆ）追加信託差損益金 △  541, 877, 720  
（配当等相当額） （ 474, 345, 265） 
（売買損益相当額） （△  1, 016, 222, 985） 

（Ｇ）合計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） △  1, 083, 241, 510  
次期繰越損益金（Ｇ） △  1, 083, 241, 510  
追加信託差損益金 △  541, 877, 720  
（配当等相当額） （ 474, 345, 265） 
（売買損益相当額） （△  1, 016, 222, 985） 
分配準備積立金 140, 786, 025  
繰越損益金 △  682, 149, 815  

（注 1） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 2） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 3） 収益分配金の計算過程は下記「収益分配金の計算過程（総額）」をご参照
ください。
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米国国債ファンド　為替ヘッジあり（年 1回決算型）

■収益分配金の計算過程（総額）
項　　　目 当　　　期

（ａ）経費控除後の配当等収益 0円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 0
（ｃ）収益調整金 474, 345, 265
（ｄ）分配準備積立金 140, 786, 025
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） 615, 131, 290
（ｆ）分配金 0
（ｇ）翌期繰越分配対象額（ｅ－ｆ） 615, 131, 290
（ｈ）受益権総口数 6, 029, 265, 536口

《お知らせ》
■運用報告書にかかる信託約款の条文変更について
　2025年 4 月 1 日付の投資信託及び投資法人に関する法律の改正により、運用報告書にかかる規定が変更されたため、運用報告書
にかかる信託約款の条文を以下のとおり変更しました。（下線部を変更）
＜変更前＞
（運用報告書に記載すべき事項の提供）
① 　委託者は、投資信託及び投資法人に関する法律第14条第 1項に定める運用報告書の交付に代えて、運用報告書に記載すべ
き事項を電磁的方法により提供します。
② 　前項の規定にかかわらず、委託者は、受益者から運用報告書の交付の請求があった場合には、これを交付します。
＜変更後＞
（運用状況にかかる情報の提供）
① 　委託者は、投資信託及び投資法人に関する法律第14条第 1項に定める事項にかかる情報を電磁的方法により提供します。
② 　前項の規定にかかわらず、委託者は、受益者から前項に定める情報の提供について、書面の交付の方法による提供の請求
があった場合には、当該方法により行なうものとします。

2023年11月に「投資信託及び投資法人に関する法律」の一部改正が行われ、交付運用報告書については書面交付を原則としてい
た規定が変更されました。本件により、デジタル化の推進を通じて顧客の利便性向上を図るとともに、ペーパーレス化による地球
環境の保全など、サステナビリティへの貢献に繋がるものと捉えております。今後も顧客本位の業務運営を確保しつつ、電磁的方
法での情報提供を進めてまいります。
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米国国債ファンド　為替ヘッジなし（年 1回決算型）

決　算　期
基　　準　　価　　額 ＦＴＳＥ米国債インデックス

（円換算） 公 社 債
組　 入
比　 率

債 券 先 物
比 率

純 資 産
総 額

（分配落） 税 込
分 配 金

期 中
騰 落 率 （参考指数） 期 中

騰 落 率
円 円 % % % % 百万円

9 期末（2022年 3 月28日） 13, 991 0 5. 8 14, 513 6. 2 98. 6 ─ 1, 509

10期末（2023年 3 月27日） 14, 427 0 3. 1 15, 027 3. 5 97. 6 ─ 1, 534 

11期末（2024年 3 月26日） 16, 326 0 13. 2 17, 260 14. 9 97. 6 ─ 4, 460 

12期末（2025年 3 月26日） 16, 699 0 2. 3 17, 866 3. 5 98. 3 ─ 5, 229 

13期末（2026年 3 月26日） 18, 283 0 9. 5 19, 689 10. 2 98. 2 ─ 5, 012 

（注 1）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 2） ＦＴＳＥ米国債インデックス（円換算）は、ＦＴＳＥ米国債インデックス（米ドルベース）をもとに円換算し、当ファンド設定日を10, 000と

して大和アセットマネジメントが計算したものです。ＦＴＳＥ米国債インデックス（米ドルベース）は、ＦＴＳＥ Fixed Income LLC によ
り運営されている債券インデックスです。同指数はＦＴＳＥ Fixed Income LLC の知的財産であり、指数に関するすべての権利はＦＴＳＥ 
Fixed Income LLC が有しています。

（注 3） 海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用しています。
（注 4）指数値は、指数提供会社により過去に遡って修正される場合があります。上記の指数は直近で知り得るデータを使用しております。
（注 5）公社債および債券先物の組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注 6）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）を除きます。
（注 7）債券先物比率は買建比率－売建比率です。

為替ヘッジなし（年 1回決算型）

最近 5期の運用実績
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■基準価額・騰落率
期　首：16, 699円　
期　末：18, 283円（分配金 0円）
騰落率：9. 5％（分配金込み）

■基準価額の主な変動要因
米国国債に投資した結果、保有している債券の価格が上昇したことや利息収入がプラス要因とな
りました。また、米ドルが対円で上昇（円安）したこともプラス要因となり、基準価額は上昇しま
した。くわしくは「投資環境について」をご参照ください。

運用経過

基準価額等の推移について 
（円） （億円）

基準価額（左軸）　　　　分配金再投資基準価額（左軸）　　　　純資産総額（右軸）

15, 000

14, 000

16, 000

17, 000

19, 000

18, 000

0

20

40

60

100

80

（注）分配金再投資基準価額は、当作成期首の基準価額をもとに指数化したものです。

期　首
（2025. 3. 26）

4月 2月2026年
1月

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 期　末
（2026. 3. 26）

＊ 分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを
示すものです。
＊ 分配金を再投資するかどうかについては、お客さまがご利用のコースにより異なります（分配金を自動的に再投資するコースがないファンドも
あります）。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、お客さまの損益の状況を示すものではありません。

米国国債ファンド　為替ヘッジなし（年 1回決算型）
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米国国債ファンド　為替ヘッジなし（年 1回決算型）

年　　月　　日
基　準　価　額 ＦＴＳＥ米国債インデックス

（円換算） 公 社 債
組 　 入
比 　 率

債 券 先 物
比 率

騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率
円 % % % %

（期 首）2025年 3 月26日 16, 699 ─ 17, 866 ─ 98. 3 ─
3 月末 16, 696 △ 0. 0 17, 846 △  0. 1 98. 2 ─
4 月末 16, 069 △ 3. 8 17, 170 △  3. 9 98. 6 ─
5 月末 15, 982 △ 4. 3 17, 113 △  4. 2 97. 7 ─
6 月末 16, 287 △ 2. 5 17, 421 △  2. 5 98. 1 ─
7 月末 16, 758 0. 4 17, 952 0. 5 98. 8 ─
8 月末 16, 709 0. 1 17, 862 △  0. 0 98. 8 ─
9 月末 17, 036 2. 0 18, 244 2. 1 99. 0 ─
10月末 17, 724 6. 1 19, 000 6. 3 98. 6 ─
11月末 18, 168 8. 8 19, 454 8. 9 98. 0 ─
12月末 18, 084 8. 3 19, 385 8. 5 97. 8 ─

2026年 1 月末 17, 678 5. 9 18, 990 6. 3 98. 0 ─
2 月末 18, 213 9. 1 19, 539 9. 4 98. 4 ─

（期 末）2026年 3 月26日 18, 283 9. 5 19, 689 10. 2 98. 2 ─
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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■米国債券市況
米国の短中期金利は低下（債券価格は上昇）、超長期金利は上昇（債券価格は下落）しました。
米国債券市場では、当作成期首より、米国の関税政策への懸念から利下げ織り込みが急速に進行
する一方で、財政への懸念などから不安定な展開となり、金利は短中期を中心に低下しました。
2025年 5 月に入ると、関税政策をめぐる各国との交渉に進展が見られ、過度な景気減速懸念が後退
したことなどから、金利は上昇しました。 6月から10月にかけては、インフレ率の下振れや労働市
場の悪化懸念などを背景に利下げ期待が高まったことなどから、金利は低下しました。11月から
2026年 1 月にかけては、グリーンランドの領有問題をめぐる欧米の対立や、ＦＲＢ（米国連邦準備
制度理事会）の独立性への懸念などから米ドル離れの思惑が再燃したこと、米国で底堅い経済指標
を受けて当面の利下げ観測が後退したことなどから、金利は上昇しました。 2月は「ＡＩ（人工知
能）脅威論」により将来的な景気不安が意識されたことなどから、金利は低下しました。当作成期
末にかけては、米国・イスラエルがイランに軍事攻撃を行い、ホルムズ海峡が事実上封鎖されたこ
とを受け、エネルギー価格が急騰したことなどから、金利も上昇しました。

■為替相場
米ドル為替相場は対円で上昇（円安）しました。
米ドル対円為替相場は、当作成期首より、米国の関税政策を発端とするリスク回避姿勢の強まり
から、円高基調となりました。2025年 5 月から 7月にかけては、貿易交渉の進展や日銀の追加利上
げに対する慎重な姿勢に加え、参議院議員選挙前の財政拡張懸念から、円安が進行しました。 8月
初旬には軟調な米国雇用統計を受けた利下げ期待の高まりから急速に円高となり、その後はおおむ
ねレンジ推移となりました。10月から11月半ばにかけては、自民党総裁選挙の結果を受けた積極財
政や緩和的な金融環境の継続への期待などから、投資家のリスク選好度が高まり、円安が進行しま
した。2026年 1 月には、為替介入の前段階とされるレートチェックを日米双方の当局が実施したと
の観測を受け、円高が進行しました。 2月には、米国財務長官による強い米ドル政策を支持する発
言や、高市首相が日銀の利上げに難色を示したとの報道などを受け、円安となりました。当作成期
末にかけては、米国・イスラエルがイランに軍事攻撃を行い、ホルムズ海峡が事実上封鎖されたこ
とを受け、エネルギー価格や米国金利が上昇したことなどが米ドル高要因となり、円安が進行しま
した。

投資環境について （2025. 3. 27 ～ 2026. 3. 26）

米国国債ファンド　為替ヘッジなし（年 1回決算型）
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■当ファンド
「米国国債マザーファンド」を高位に組み入れます。

■米国国債マザーファンド
米国国債に投資し、残存期間の異なる債券の利息収入を幅広く確保することをめざして運用を行
います。
米国国債への投資にあたっては、残存期間が最長15年程度までの国債を、残存期間ごとの国債の
投資金額がほぼ同程度となるように組み入れます。
外貨建資産の組入比率は、通常の状態で高位に維持します。

前作成期末における「今後の運用方針」

■当ファンド
「米国国債マザーファンド」を高位に組み入れました。

■米国国債マザーファンド
米国国債に投資し、残存期間の異なる債券の利息収入を幅広く確保することをめざして運用を行
いました。
米国国債への投資にあたっては、残存期間が最長15年程度までの国債を、残存期間ごとの国債の
投資金額がほぼ同程度となるように組み入れました。
外貨建資産の組入比率は、通常の状態で高位に維持しました。

ポートフォリオについて （2025. 3. 27 ～ 2026. 3. 26）

米国国債ファンド　為替ヘッジなし（年 1回決算型）
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当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。

ベンチマークとの差異について

基準価額
ＦＴＳＥ米国債インデックス（円換算）

（注）基準価額の騰落率は分配金込みです。

（％）

当　期
（2025. 3. 26～2026. 3. 26）

0. 0
2. 0

12. 0
10. 0

4. 0
6. 0
8. 0

当作成期は、経費控除後の配当等収益が少額だったため、収益分配を見送らせていただきました。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

分配金について

■分配原資の内訳（ 1万口当り）

項 目
当期

2025年 3 月27日
～2026年 3 月26日

当期分配金（税込み） （円） ━
対基準価額比率 （％） ─
当期の収益 （円） ─
当期の収益以外 （円） ─  

翌期繰越分配対象額 （円） 8, 283 
（注 1） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 2） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 3） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

（注 4） 投資信託の計理上、「翌期繰越分配対象額」は当該決算期末時点の基準価額
を上回る場合がありますが、実際には基準価額を超える額の分配金をお支
払いすることはございません。  

米国国債ファンド　為替ヘッジなし（年 1回決算型）
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■当ファンド
「米国国債マザーファンド」を高位に組み入れます。

■米国国債マザーファンド
米国国債に投資し、残存期間の異なる債券の利息収入を幅広く確保することをめざして運用を行
います。
米国国債への投資にあたっては、残存期間が最長15年程度までの国債を、残存期間ごとの国債の
投資金額がほぼ同程度となるように組み入れます。
外貨建資産の組入比率は、通常の状態で高位に維持します。

今後の運用方針

米国国債ファンド　為替ヘッジなし（年 1回決算型）
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1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当　期

（2025. 3. 27～2026. 3. 26） 項　　目　　の　　概　　要
金　額 比　率

信 託 報 酬  196円 1. 144％
信託報酬＝当作成期中の平均基準価額×信託報酬率
　　　　　当作成期中の平均基準価額は17, 131円です。

（投信会社）  （94）  （0. 550） 
投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託会社への運用指図、基準価
額の計算、法定書面等の作成等の対価

（販売会社）  （94）  （0. 550） 
販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの
管理、購入後の情報提供等の対価

（受託会社）  （8）  （0. 044） 受託会社分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ─ ─
売買委託手数料＝当作成期中の売買委託手数料／当作成期中の平均受益
権口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

有価証券取引税  ─ ─
有価証券取引税＝当作成期中の有価証券取引税／当作成期中の平均受益
権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

そ の 他 費 用  3   0. 019  その他費用＝当作成期中のその他費用／当作成期中の平均受益権口数

（保管費用）  （2）  （0. 011） 
保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および
資金の送金・資産の移転等に要する費用

（監査費用）  （1）  （0. 008） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

（そ  の  他）  （0）  （0. 000） 信託事務の処理等に関するその他の費用

合 　 　 計  199   1. 163  

（注 1） 当作成期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便
法により算出した結果です。

（注 2）各金額は項目ごとに円未満を四捨五入してあります。   
（注 3） 各比率は 1万口当りのそれぞれの費用金額を当作成期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、小数点第 3位未満を四捨五

入してあります。   
（注 4） 組み入れているマザーファンドがある場合、売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当該マザーファンドが支払っ

た金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。組み入れている投資信託証券（マザーファンドを除く。）がある場合、
各項目の費用は、当該投資信託証券が支払った費用を含みません。なお、当該投資信託証券の直近の計算期末時点における「 1万
口当りの費用の明細」が取得できるものについては「組入上位ファンドの概要」に表示することとしております。

米国国債ファンド　為替ヘッジなし（年 1回決算型）
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参考情報

総経費率
1. 16%

運用管理費用
（投信会社）
0. 55％

運用管理費用
（販売会社）
0. 55％

運用管理費用
（受託会社）
0. 04％

その他費用 0. 02％

（注 1） 1万口当りの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注 2）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
（注 3）各比率は、年率換算した値です。

■総経費率
　当作成期中の運用・管理にかかった費用の総額を、期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（ 1口当り）
を乗じた数で除した総経費率（年率）は1. 16％です。

米国国債ファンド　為替ヘッジなし（年 1回決算型）
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米国国債ファンド　為替ヘッジなし（年 1回決算型）

■売買および取引の状況
親投資信託受益証券の設定・解約状況

（2025年 3 月27日から2026年 3 月26日まで）
設　　　定 解　　　約

口　　数 金　　額 口　　数 金　　額

米国国債
マザーファンド

千口 千円 千口 千円

251, 921 489, 300 634, 306 1, 226, 500 

（注）単位未満は切捨て。

■投資信託財産の構成
2026年 3 月26日現在

項　　　　　　目 当　　期　　末
評　価　額 比　　率

千円 %
米国国債マザーファンド 4, 997, 471 99. 0 
コール・ローン等、その他 50, 467 1. 0 
投資信託財産総額 5, 047, 939 100. 0 
（注 1）評価額の単位未満は切捨て。
（注 2） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 3月26日における邦貨換算レートは、 1アメリカ・ドル＝
159. 52円です。

（注 3） 米国国債マザーファンドにおいて、当期末における外貨建純資産
（20, 999, 345千円）の投資信託財産総額（21, 198, 097千円）に対する比率
は、99. 1％です。

■組入資産明細表
親投資信託残高

種　 　類
期　　首 当　　期　　末
口　　　数 口　　　数 評　価　額

千口 千口 千円 
米国国債マザーファンド 2, 840, 319 2, 457, 934 4, 997, 471 
（注）単位未満は切捨て。

＊ 同じ銘柄名が複数表示される場合、同一銘柄名であっても市場や通貨等が異なる
場合があります。また、銘柄名称が長い場合、名称の一部が表記されない場合が
あります。

■利害関係人との取引状況等

当作成期中における利害関係人との取引はありません。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
2026年 3 月26日現在

項　　　目 当　期　末
（Ａ）資産 5, 047, 939, 694円

コール・ローン等 46, 267, 871  
米国国債マザーファンド（評価額） 4, 997, 471, 823  
未収入金 4, 200, 000  

（Ｂ）負債 35, 532, 944  
未払解約金 6, 235, 028  
未払信託報酬 29, 088, 226  
その他未払費用 209, 690  

（Ｃ）純資産総額（Ａ－Ｂ） 5, 012, 406, 750  
元本 2, 741, 495, 506  
次期繰越損益金 2, 270, 911, 244  

（Ｄ）受益権総口数 2, 741, 495, 506口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 18, 283円

＊ 期首における元本額は3, 131, 832, 199円、当作成期間中における追加設定元本額は
495, 816, 441円、同解約元本額は886, 153, 134円です。 

＊当期末の計算口数当りの純資産額は18, 283円です。 

■損益の状況
当期　自2025年 3 月27日　至2026年 3 月26日

項　　　目 当　　　期
（Ａ）配当等収益 101, 883円

受取利息 101, 883  
（Ｂ）有価証券売買損益 460, 838, 626  

売買益 535, 017, 470  
売買損 △  74, 178, 844  

（Ｃ）信託報酬等 △  58, 683, 655  
（Ｄ）当期損益金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 402, 256, 854  
（Ｅ）前期繰越損益金 205, 719, 684  
（Ｆ）追加信託差損益金 1, 662, 934, 706  
（配当等相当額） （ 1, 038, 433, 454） 
（売買損益相当額） （ 624, 501, 252） 

（Ｇ）合計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 2, 270, 911, 244  
次期繰越損益金（Ｇ） 2, 270, 911, 244  
追加信託差損益金 1, 662, 934, 706  
（配当等相当額） （ 1, 038, 433, 454） 
（売買損益相当額） （ 624, 501, 252） 
分配準備積立金 607, 976, 538  

（注 1） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 2） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 3） 収益分配金の計算過程は下記「収益分配金の計算過程（総額）」をご参照
ください。
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米国国債ファンド　為替ヘッジなし（年 1回決算型）

■収益分配金の計算過程（総額）
項　　　目 当　　　期

（ａ）経費控除後の配当等収益 90, 146円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 402, 166, 708
（ｃ）収益調整金 1, 662, 934, 706
（ｄ）分配準備積立金 205, 719, 684
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） 2, 270, 911, 244
（ｆ）分配金  0
（ｇ）翌期繰越分配対象額（ｅ－ｆ） 2, 270, 911, 244
（ｈ）受益権総口数 2, 741, 495, 506口

《お知らせ》
■運用報告書にかかる信託約款の条文変更について
　2025年 4 月 1 日付の投資信託及び投資法人に関する法律の改正により、運用報告書にかかる規定が変更されたため、運用報告書
にかかる信託約款の条文を以下のとおり変更しました。（下線部を変更）
＜変更前＞
（運用報告書に記載すべき事項の提供）
① 　委託者は、投資信託及び投資法人に関する法律第14条第 1項に定める運用報告書の交付に代えて、運用報告書に記載すべ
き事項を電磁的方法により提供します。
② 　前項の規定にかかわらず、委託者は、受益者から運用報告書の交付の請求があった場合には、これを交付します。
＜変更後＞
（運用状況にかかる情報の提供）
① 　委託者は、投資信託及び投資法人に関する法律第14条第 1項に定める事項にかかる情報を電磁的方法により提供します。
② 　前項の規定にかかわらず、委託者は、受益者から前項に定める情報の提供について、書面の交付の方法による提供の請求
があった場合には、当該方法により行なうものとします。

2023年11月に「投資信託及び投資法人に関する法律」の一部改正が行われ、交付運用報告書については書面交付を原則としてい
た規定が変更されました。本件により、デジタル化の推進を通じて顧客の利便性向上を図るとともに、ペーパーレス化による地球
環境の保全など、サステナビリティへの貢献に繋がるものと捉えております。今後も顧客本位の業務運営を確保しつつ、電磁的方
法での情報提供を進めてまいります。
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米国国債ファンド　フレックスヘッジ（年 1回決算型）

決　算　期
基　　準　　価　　額 ＦＴＳＥ米国債インデックス

（円換算） 公 社 債
組　 入
比　 率

債 券 先 物
比 率

純 資 産
総 額

（分配落） 税 込
分 配 金

期 中
騰 落 率 （参考指数） 期 中

騰 落 率
円 円 % % % % 百万円

9 期末（2022年 3 月28日） 12, 693 0 0. 2 14, 513 6. 2 98. 5 ─ 173

10期末（2023年 3 月27日） 12, 603 0 △ 0. 7 15, 027 3. 5 95. 2 ─ 145 

11期末（2024年 3 月26日） 14, 075 0 11. 7 17, 260 14. 9 97. 6 ─ 248 

12期末（2025年 3 月26日） 14, 308 0 1. 7 17, 866 3. 5 98. 3 ─ 208 

13期末（2026年 3 月26日） 16, 088 0 12. 4 19, 689 10. 2 97. 9 ─ 217 

（注 1）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 2） ＦＴＳＥ米国債インデックス（円換算）は、ＦＴＳＥ米国債インデックス（米ドルベース）をもとに円換算し、当ファンド設定日を10, 000と

して大和アセットマネジメントが計算したものです。ＦＴＳＥ米国債インデックス（米ドルベース）は、ＦＴＳＥ Fixed Income LLC によ
り運営されている債券インデックスです。同指数はＦＴＳＥ Fixed Income LLC の知的財産であり、指数に関するすべての権利はＦＴＳＥ 
Fixed Income LLC が有しています。

（注 3）海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用しています。
（注 4）指数値は、指数提供会社により過去に遡って修正される場合があります。上記の指数は直近で知り得るデータを使用しております。
（注 5）公社債および債券先物の組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注 6）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）を除きます。
（注 7）債券先物比率は買建比率－売建比率です。

フレックスヘッジ（年 1回決算型）

最近 5期の運用実績
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■基準価額・騰落率
期　首：14, 308円　
期　末：16, 088円（分配金 0円）
騰落率：12. 4％（分配金込み）

■基準価額の主な変動要因
米国国債に投資した結果、保有している債券の価格が上昇したことや利息収入がプラス要因とな
りました。また、当社が独自に開発した指数に基づいて、金融市場の緊迫度が高まると判断される
場合に為替ヘッジ（フレックスヘッジ）を行った結果、為替要因はプラスに寄与し、基準価額は上
昇しました。くわしくは「投資環境について」をご参照ください。

運用経過

基準価額等の推移について 
（円） （億円）

基準価額（左軸）　　　　分配金再投資基準価額（左軸）　　　　純資産総額（右軸）

0

1

2

3

4

（注）分配金再投資基準価額は、当作成期首の基準価額をもとに指数化したものです。

17, 000

16, 000

15, 000

14, 000

13, 000
期　首

（2025. 3. 26）
4月 2月2026年

1月
5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 期　末

（2026. 3. 26）

＊ 分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを
示すものです。
＊ 分配金を再投資するかどうかについては、お客さまがご利用のコースにより異なります（分配金を自動的に再投資するコースがないファンドも
あります）。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、お客さまの損益の状況を示すものではありません。

米国国債ファンド　フレックスヘッジ（年 1回決算型）
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米国国債ファンド　フレックスヘッジ（年 1回決算型）

年　　月　　日
基　準　価　額 ＦＴＳＥ米国債インデックス

（円換算） 公 社 債
組 　 入
比 　 率

債 券 先 物
比 率

騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率
円 % % % %

（期 首）2025年 3 月26日 14, 308 ─ 17, 866 ─ 98. 3 ─
3 月末 14, 288 △ 0. 1 17, 846 △  0. 1 98. 3 ─
4 月末 14, 313 0. 0 17, 170 △  3. 9 98. 5 ─
5 月末 14, 236 △ 0. 5 17, 113 △  4. 2 97. 7 ─
6 月末 14, 507 1. 4 17, 421 △  2. 5 98. 1 ─
7 月末 14, 925 4. 3 17, 952 0. 5 98. 8 ─
8 月末 14, 880 4. 0 17, 862 △  0. 0 98. 9 ─
9 月末 15, 168 6. 0 18, 244 2. 1 98. 9 ─
10月末 15, 778 10. 3 19, 000 6. 3 98. 6 ─
11月末 16, 175 13. 0 19, 454 8. 9 98. 0 ─
12月末 16, 101 12. 5 19, 385 8. 5 97. 8 ─

2026年 1 月末 15, 738 10. 0 18, 990 6. 3 98. 1 ─
2 月末 16, 213 13. 3 19, 539 9. 4 98. 4 ─

（期 末）2026年 3 月26日 16, 088 12. 4 19, 689 10. 2 97. 9 ─
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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投資環境について （2025. 3. 27 ～ 2026. 3. 26）

■米国債券市況
米国の短中期金利は低下（債券価格は上昇）、超長期金利は上昇（債券価格は下落）しました。
米国債券市場では、当作成期首より、米国の関税政策への懸念から利下げ織り込みが急速に進行
する一方で、財政への懸念などから不安定な展開となり、金利は短中期を中心に低下しました。
2025年 5 月に入ると、関税政策をめぐる各国との交渉に進展が見られ、過度な景気減速懸念が後退
したことなどから、金利は上昇しました。 6月から10月にかけては、インフレ率の下振れや労働市
場の悪化懸念などを背景に利下げ期待が高まったことなどから、金利は低下しました。11月から
2026年 1 月にかけては、グリーンランドの領有問題をめぐる欧米の対立や、ＦＲＢ（米国連邦準備
制度理事会）の独立性への懸念などから米ドル離れの思惑が再燃したこと、米国で底堅い経済指標
を受けて当面の利下げ観測が後退したことなどから、金利は上昇しました。 2月は「ＡＩ（人工知
能）脅威論」により将来的な景気不安が意識されたことなどから、金利は低下しました。当作成期
末にかけては、米国・イスラエルがイランに軍事攻撃を行い、ホルムズ海峡が事実上封鎖されたこ
とを受け、エネルギー価格が急騰したことなどから、金利も上昇しました。

■為替相場
米ドル為替相場は対円で上昇（円安）しました。
米ドル対円為替相場は、当作成期首より、米国の関税政策を発端とするリスク回避姿勢の強まり
から、円高基調となりました。2025年 5 月から 7月にかけては、貿易交渉の進展や日銀の追加利上
げに対する慎重な姿勢に加え、参議院議員選挙前の財政拡張懸念から、円安が進行しました。 8月
初旬には軟調な米国雇用統計を受けた利下げ期待の高まりから急速に円高となり、その後はおおむ
ねレンジ推移となりました。10月から11月半ばにかけては、自民党総裁選挙の結果を受けた積極財
政や緩和的な金融環境の継続への期待などから、投資家のリスク選好度が高まり、円安が進行しま
した。2026年 1 月には、為替介入の前段階とされるレートチェックを日米双方の当局が実施したと
の観測を受け、円高が進行しました。 2月には、米国財務長官による強い米ドル政策を支持する発
言や、高市首相が日銀の利上げに難色を示したとの報道などを受け、円安となりました。当作成期
末にかけては、米国・イスラエルがイランに軍事攻撃を行い、ホルムズ海峡が事実上封鎖されたこ
とを受け、エネルギー価格や米国金利が上昇したことなどが米ドル高要因となり、円安が進行しま
した。

米国国債ファンド　フレックスヘッジ（年 1回決算型）
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■当ファンド
「米国国債マザーファンド」を高位に組み入れます。また、当社が独自に開発した指数に基づい
て、金融市場の緊迫度が高まると判断される場合に為替ヘッジ（フレックスヘッジ）を行います。

■米国国債マザーファンド
米国国債に投資し、残存期間の異なる債券の利息収入を幅広く確保することをめざして運用を行
います。
米国国債への投資にあたっては、残存期間が最長15年程度までの国債を、残存期間ごとの国債の
投資金額がほぼ同程度となるように組み入れます。
外貨建資産の組入比率は、通常の状態で高位に維持します。

前作成期末における「今後の運用方針」

■当ファンド
「米国国債マザーファンド」を高位に組み入れました。また、当社が独自に開発した指数に基づ
いて、金融市場の緊迫度が高まると判断される場合に為替ヘッジ（フレックスヘッジ）を行いまし
た。

■米国国債マザーファンド
米国国債に投資し、残存期間の異なる債券の利息収入を幅広く確保することをめざして運用を行
いました。
米国国債への投資にあたっては、残存期間が最長15年程度までの国債を、残存期間ごとの国債の
投資金額がほぼ同程度となるように組み入れました。
外貨建資産の組入比率は、通常の状態で高位に維持しました。

ポートフォリオについて （2025. 3. 27 ～ 2026. 3. 26）

米国国債ファンド　フレックスヘッジ（年 1回決算型）
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当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。

基準価額
ＦＴＳＥ米国債インデックス（円換算）

（注）基準価額の騰落率は分配金込みです。

（％）

当　期
（2025. 3. 26～2026. 3. 26）

0. 0

14. 0

8. 0
10. 0
12. 0

4. 0
6. 0

2. 0

ベンチマークとの差異について

当作成期は、経費控除後の配当等収益が少額だったため、収益分配を見送らせていただきました。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

分配金について

■分配原資の内訳（ 1万口当り）

項 目
当期

2025年 3 月27日
～2026年 3 月26日

当期分配金（税込み） （円） ━
対基準価額比率 （％） ─
当期の収益 （円） ─
当期の収益以外 （円） ─  

翌期繰越分配対象額 （円） 6, 087 
（注 1） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 2） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 3） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

（注 4） 投資信託の計理上、「翌期繰越分配対象額」は当該決算期末時点の基準価額
を上回る場合がありますが、実際には基準価額を超える額の分配金をお支
払いすることはございません。  

米国国債ファンド　フレックスヘッジ（年 1回決算型）
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■当ファンド
「米国国債マザーファンド」を高位に組み入れます。また、当社が独自に開発した指数に基づい
て、金融市場の緊迫度が高まると判断される場合に為替ヘッジ（フレックスヘッジ）を行います。

■米国国債マザーファンド
米国国債に投資し、残存期間の異なる債券の利息収入を幅広く確保することをめざして運用を行
います。
米国国債への投資にあたっては、残存期間が最長15年程度までの国債を、残存期間ごとの国債の
投資金額がほぼ同程度となるように組み入れます。
外貨建資産の組入比率は、通常の状態で高位に維持します。

今後の運用方針

米国国債ファンド　フレックスヘッジ（年 1回決算型）
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1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当　期

（2025. 3. 27～2026. 3. 26） 項　　目　　の　　概　　要
金　額 比　率

信 託 報 酬  188円 1. 232％
信託報酬＝当作成期中の平均基準価額×信託報酬率
　　　　　当作成期中の平均基準価額は15, 229円です。

（投信会社）  （97）  （0. 638） 
投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託会社への運用指図、基準価
額の計算、法定書面等の作成等の対価

（販売会社）  （84）  （0. 550） 
販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの
管理、購入後の情報提供等の対価

（受託会社）  （7）  （0. 044） 受託会社分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ─ ─
売買委託手数料＝当作成期中の売買委託手数料／当作成期中の平均受益
権口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

有価証券取引税  ─ ─
有価証券取引税＝当作成期中の有価証券取引税／当作成期中の平均受益
権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

そ の 他 費 用  4   0. 024  その他費用＝当作成期中のその他費用／当作成期中の平均受益権口数

（保管費用）  （2）  （0. 011） 
保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および
資金の送金・資産の移転等に要する費用

（監査費用）  （1）  （0. 008） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

（そ  の  他）  （1）  （0. 004） 信託事務の処理等に関するその他の費用

合 　 　 計  191   1. 255  

（注 1） 当作成期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便
法により算出した結果です。

（注 2）各金額は項目ごとに円未満を四捨五入してあります。   
（注 3） 各比率は 1万口当りのそれぞれの費用金額を当作成期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、小数点第 3位未満を四捨五

入してあります。   
（注 4） 組み入れているマザーファンドがある場合、売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当該マザーファンドが支払っ

た金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。組み入れている投資信託証券（マザーファンドを除く。）がある場合、
各項目の費用は、当該投資信託証券が支払った費用を含みません。なお、当該投資信託証券の直近の計算期末時点における「 1万
口当りの費用の明細」が取得できるものについては「組入上位ファンドの概要」に表示することとしております。

米国国債ファンド　フレックスヘッジ（年 1回決算型）
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参考情報

総経費率
1. 26%

運用管理費用
（投信会社）
0. 64％

運用管理費用
（販売会社）
0. 55％

その他費用 0. 02％運用管理費用
（受託会社）
0. 04％

（注 1） 1万口当りの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注 2）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
（注 3）各比率は、年率換算した値です。

■総経費率
　当作成期中の運用・管理にかかった費用の総額を、期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（ 1口当り）
を乗じた数で除した総経費率（年率）は1. 26％です。

米国国債ファンド　フレックスヘッジ（年 1回決算型）
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米国国債ファンド　フレックスヘッジ（年 1回決算型）

■売買および取引の状況
親投資信託受益証券の設定・解約状況

（2025年 3 月27日から2026年 3 月26日まで）
設　　　定 解　　　約

口　　数 金　　額 口　　数 金　　額

米国国債
マザーファンド

千口 千円 千口 千円

33, 171 63, 060 40, 362 77, 540 

（注）単位未満は切捨て。

■投資信託財産の構成
2026年 3 月26日現在

項　　　　　　目 当　　期　　末
評　価　額 比　　率

千円 %
米国国債マザーファンド 215, 929 98. 8 
コール・ローン等、その他 2, 667 1. 2 
投資信託財産総額 218, 597 100. 0 
（注 1）評価額の単位未満は切捨て。
（注 2） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 3月26日における邦貨換算レートは、 1アメリカ・ドル＝
159. 52円です。

（注 3） 米国国債マザーファンドにおいて、当期末における外貨建純資産
（20, 999, 345千円）の投資信託財産総額（21, 198, 097千円）に対する比率
は、99. 1％です。

■組入資産明細表
親投資信託残高

種　 　類
期　　首 当　　期　　末
口　　　数 口　　　数 評　価　額

千口 千口 千円 
米国国債マザーファンド 113, 393 106, 201 215, 929 
（注）単位未満は切捨て。

＊ 同じ銘柄名が複数表示される場合、同一銘柄名であっても市場や通貨等が異なる
場合があります。また、銘柄名称が長い場合、名称の一部が表記されない場合が
あります。

■利害関係人との取引状況等

当作成期中における利害関係人との取引はありません。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
2026年 3 月26日現在

項　　　目 当　期　末
（Ａ）資産 218, 597, 522円

コール・ローン等 1, 628, 089  
米国国債マザーファンド（評価額） 215, 929, 749  
未収入金 1, 039, 684  

（Ｂ）負債 1, 384, 283  
未払解約金 5, 086  
未払信託報酬 1, 370, 111  
その他未払費用 9, 086  

（Ｃ）純資産総額（Ａ－Ｂ） 217, 213, 239  
元本 135, 016, 282  
次期繰越損益金 82, 196, 957  

（Ｄ）受益権総口数 135, 016, 282口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 16, 088円

＊ 期首における元本額は145, 919, 659円、当作成期間中における追加設定元本額は
37, 082, 466円、同解約元本額は47, 985, 843円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は16, 088円です。

■損益の状況
当期　自2025年 3 月27日　至2026年 3 月26日

項　　　目 当　　　期
（Ａ）配当等収益 4, 397円

受取利息 4, 397  
（Ｂ）有価証券売買損益 23, 088, 334  

売買益 31, 331, 651  
売買損 △  8, 243, 317  

（Ｃ）信託報酬等 △  2, 668, 762  
（Ｄ）当期損益金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 20, 423, 969  
（Ｅ）前期繰越損益金 10, 589, 378  
（Ｆ）追加信託差損益金 51, 183, 610  
（配当等相当額） （ 41, 682, 207） 
（売買損益相当額） （ 9, 501, 403） 

（Ｇ）合計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 82, 196, 957  
次期繰越損益金（Ｇ） 82, 196, 957  
追加信託差損益金 51, 183, 610  
（配当等相当額） （ 41, 682, 207） 
（売買損益相当額） （ 9, 501, 403） 
分配準備積立金 31, 013, 347  

（注 1） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 2） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 3） 収益分配金の計算過程は下記「収益分配金の計算過程（総額）」をご参照
ください。
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米国国債ファンド　フレックスヘッジ（年 1回決算型）

■収益分配金の計算過程（総額）
項　　　目 当　　　期

（ａ）経費控除後の配当等収益 3, 863円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 20, 420, 106
（ｃ）収益調整金 51, 183, 610
（ｄ）分配準備積立金 10, 589, 378
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） 82, 196, 957
（ｆ）分配金  0
（ｇ）翌期繰越分配対象額（ｅ－ｆ） 82, 196, 957
（ｈ）受益権総口数 135, 016, 282口

《お知らせ》
■運用報告書にかかる信託約款の条文変更について
　2025年 4 月 1 日付の投資信託及び投資法人に関する法律の改正により、運用報告書にかかる規定が変更されたため、運用報告書
にかかる信託約款の条文を以下のとおり変更しました。（下線部を変更）
＜変更前＞
（運用報告書に記載すべき事項の提供）
① 　委託者は、投資信託及び投資法人に関する法律第14条第 1項に定める運用報告書の交付に代えて、運用報告書に記載すべ
き事項を電磁的方法により提供します。
② 　前項の規定にかかわらず、委託者は、受益者から運用報告書の交付の請求があった場合には、これを交付します。
＜変更後＞
（運用状況にかかる情報の提供）
① 　委託者は、投資信託及び投資法人に関する法律第14条第 1項に定める事項にかかる情報を電磁的方法により提供します。
② 　前項の規定にかかわらず、委託者は、受益者から前項に定める情報の提供について、書面の交付の方法による提供の請求
があった場合には、当該方法により行なうものとします。

2023年11月に「投資信託及び投資法人に関する法律」の一部改正が行われ、交付運用報告書については書面交付を原則としてい
た規定が変更されました。本件により、デジタル化の推進を通じて顧客の利便性向上を図るとともに、ペーパーレス化による地球
環境の保全など、サステナビリティへの貢献に繋がるものと捉えております。今後も顧客本位の業務運営を確保しつつ、電磁的方
法での情報提供を進めてまいります。

32



★当ファンドの仕組みは次の通りです。
運 用 方 針 安定した収益の確保と信託財産の着実な成長をめざして運用を行ないます。
主要投資対象 米国国債
株式組入制限 純資産総額の10％以下

米国国債マザーファンド
運用報告書　第13期　（決算日　2026年 3 月26日）

（作成対象期間　2025年 3 月27日～2026年 3 月26日）

米国国債マザーファンドの運用状況をご報告申し上げます。
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米国国債マザーファンド

【基準価額の主な変動要因】
米国国債に投資した結果、保有している債券の価格が上昇したこと

や利息収入がプラス要因となりました。また、米ドルが対円で上昇
（円安）したこともプラス要因となり、基準価額は上昇しました。く
わしくは「投資環境について」をご参照ください。
◆投資環境について
　○米国債券市況

米国の短中期金利は低下（債券価格は上昇）、超長期金利は上昇
（債券価格は下落）しました。
米国債券市場では、当作成期首より、米国の関税政策への懸念か

ら利下げ織り込みが急速に進行する一方で、財政への懸念などから
不安定な展開となり、金利は短中期を中心に低下しました。2025年
5 月に入ると、関税政策をめぐる各国との交渉に進展が見られ、過
度な景気減速懸念が後退したことなどから、金利は上昇しました。
6月から10月にかけては、インフレ率の下振れや労働市場の悪化懸
念などを背景に利下げ期待が高まったことなどから、金利は低下し
ました。11月から2026年 1 月にかけては、グリーンランドの領有問
題をめぐる欧米の対立や、ＦＲＢ（米国連邦準備制度理事会）の独
立性への懸念などから米ドル離れの思惑が再燃したこと、米国で底
堅い経済指標を受けて当面の利下げ観測が後退したことなどから、
金利は上昇しました。 2月は「ＡＩ（人工知能）脅威論」により将
来的な景気不安が意識されたことなどから、金利は低下しました。
当作成期末にかけては、米国・イスラエルがイランに軍事攻撃を行
い、ホルムズ海峡が事実上封鎖されたことを受け、エネルギー価格
が急騰したことなどから、金利も上昇しました。

　○為替相場
米ドル為替相場は対円で上昇（円安）しました。
米ドル対円為替相場は、当作成期首より、米国の関税政策を発端

とするリスク回避姿勢の強まりから、円高基調となりました。2025
年 5 月から 7月にかけては、貿易交渉の進展や日銀の追加利上げに
対する慎重な姿勢に加え、参議院議員選挙前の財政拡張懸念から、
円安が進行しました。 8月初旬には軟調な米国雇用統計を受けた利
下げ期待の高まりから急速に円高となり、その後はおおむねレンジ
推移となりました。10月から11月半ばにかけては、自民党総裁選挙
の結果を受けた積極財政や緩和的な金融環境の継続への期待などか
ら、投資家のリスク選好度が高まり、円安が進行しました。2026年
1 月には、為替介入の前段階とされるレートチェックを日米双方の
当局が実施したとの観測を受け、円高が進行しました。 2月には、
米国財務長官による強い米ドル政策を支持する発言や、高市首相が
日銀の利上げに難色を示したとの報道などを受け、円安となりまし
た。当作成期末にかけては、米国・イスラエルがイランに軍事攻撃
を行い、ホルムズ海峡が事実上封鎖されたことを受け、エネルギー
価格や米国金利が上昇したことなどが米ドル高要因となり、円安が
進行しました。

◆前作成期末における「今後の運用方針」
米国国債に投資し、残存期間の異なる債券の利息収入を幅広く確保

することをめざして運用を行います。
米国国債への投資にあたっては、残存期間が最長15年程度までの国

債を、残存期間ごとの国債の投資金額がほぼ同程度となるように組み
入れることをめざします。
外貨建資産の組入比率は、通常の状態で高位に維持します。

基準価額

（円）

期　首
（2025. 3. 26）

期　末
（2026. 3. 26）

16, 000

21, 000

20, 000

17, 000

19, 000

18, 000

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】
期首：18, 357円　期末：20, 332円　騰落率：10. 8％

■当作成期中の基準価額と市況等の推移 

年　　月　　日
基 準 価 額

ＦＴＳＥ米国債
インデックス
（円換算）

公 社 債
組 入
比 率

債券先物
比 率

騰落率 （参考指数） 騰落率
円 ％ ％ ％ ％

（期 首）2025年 3 月26日 18, 357 ─ 17, 866 ─ 98. 6 ─
3 月末　 18, 357 0. 0 17, 846 △  0. 1 98. 5 ─
4 月末　 17, 683 △ 3. 7 17, 170 △  3. 9 98. 7 ─
5 月末　 17, 603 △ 4. 1 17, 113 △  4. 2 97. 8 ─
6 月末　 17, 957 △ 2. 2 17, 421 △  2. 5 98. 1 ─
7 月末　 18, 494 0. 7 17, 952 0. 5 98. 7 ─
8 月末　 18, 457 0. 5 17, 862 △  0. 0 98. 7 ─
9 月末　 18, 837 2. 6 18, 244 2. 1 99. 3 ─
10月末　 19, 618 6. 9 19, 000 6. 3 98. 8 ─
11月末　 20, 129 9. 7 19, 454 8. 9 98. 1 ─
12月末　 20, 057 9. 3 19, 385 8. 5 97. 8 ─

2026年 1 月末　 19, 625 6. 9 18, 990 6. 3 97. 9 ─
2 月末　 20, 236 10. 2 19, 539 9. 4 98. 2 ─

（期 末）2026年 3 月26日 20, 332 10. 8 19, 689 10. 2 98. 5 ─
（注 1）騰落率は期首比。
（注 2） ＦＴＳＥ米国債インデックス（円換算）は、ＦＴＳＥ米国債インデックス

（米ドルベース）をもとに円換算し、当ファンド設定日を10, 000として大
和アセットマネジメントが計算したものです。ＦＴＳＥ米国債インデック
ス（米ドルベース）は、ＦＴＳＥ Fixed Income LLC により運営されてい
る債券インデックスです。同指数はＦＴＳＥ Fixed Income LLC の知的財
産であり、指数に関するすべての権利はＦＴＳＥ Fixed Income LLC が有
しています。

（注 3） 海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用
しています。

（注 4） 指数値は、指数提供会社により過去に遡って修正される場合があります。
上記の指数は直近で知り得るデータを使用しております。

（注 5）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）を除きます。
（注 6）債券先物比率は買建比率－売建比率です。
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■ 1万口当りの費用の明細
項 目 当　　　期

売買委託手数料 ─円
有価証券取引税 ─
その他費用 2
（保管費用） （2）
（その他） （0）

合 計 2
（注 1） 費用の項目および算出法については前掲しております項目の概要をご参照

ください。
（注 2）項目ごとに円未満を四捨五入してあります。

■売買および取引の状況
公　社　債

（2025年 3 月27日から2026年 3 月26日まで）
買 付 額 売 付 額

外 

国
アメリカ 国債証券

千アメリカ・ドル 千アメリカ・ドル  
11, 711 12, 144 

（ 9, 028） 
（注 1）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注 2）（　）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。
（注 3）単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
公 社 債

（2025年 3 月27日から2026年 3 月26日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 金　　 額 銘　　　　　柄 金　　 額

千円 千円
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 1. 875% 2041/2/15 1, 414, 393 United States Treasury Strip Coupon（アメリカ）  2034/2/15 172, 002 
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 4. 625% 2040/2/15 64, 915 United States Treasury Strip Coupon（アメリカ）  2035/2/15 171, 471 
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 3. 5% 2039/2/15 56, 806 United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 3. 5% 2039/2/15 129, 212 
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 4. 375% 2038/2/15 52, 985 United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 4. 375% 2038/2/15 125, 828 
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 4. 75% 2037/2/15 49, 439 UNITED STATES TREASURY NOTE/BOND（アメリカ） 1. 875% 2032/2/15 123, 338 
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 4. 5% 2036/2/15 48, 726 United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 1. 5% 2030/2/15 122, 181 
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 1. 625% 2026/2/15 25, 597 United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 4. 625% 2040/2/15 121, 860 
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 2. 25% 2027/2/15 24, 068 United States Treasury Strip Coupon（アメリカ）  2033/2/15 118, 746 
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 1. 125% 2031/2/15 15, 264 United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 4. 5% 2036/2/15 118, 276 
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 2. 75% 2028/2/15 14, 352 United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 4. 75% 2037/2/15 117, 274 

（注 1）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注 2）単位未満は切捨て。

◆ポートフォリオについて
米国国債に投資し、残存期間の異なる債券の利息収入を幅広く確保
することをめざして運用を行いました。
米国国債への投資にあたっては、残存期間が最長15年程度までの国
債を、残存期間ごとの国債の投資金額がほぼ同程度となるように組み
入れました。
外貨建資産の組入比率は、通常の状態で高位に維持しました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設け
ておりません。
当作成期の当ファンドの基準価額と参考指数の騰落率は、｢当作成
期中の基準価額と市況等の推移｣ をご参照ください。

《今後の運用方針》
米国国債に投資し、残存期間の異なる債券の利息収入を幅広く確保す
ることをめざして運用を行います。
米国国債への投資にあたっては、残存期間が最長15年程度までの国債
を、残存期間ごとの国債の投資金額がほぼ同程度となるように組み入れ
ることをめざします。
外貨建資産の組入比率は、通常の状態で高位に維持します。
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■組入資産明細表
（1）外国（外貨建）公社債（通貨別）

作　成　期 当 期 末

区 分 額 面 金 額
評 価 額

組入比率
うちＢＢ格
以下組入
比 率

残存期間別組入比率
外 貨 建 金 額 邦貨換算金額 5年以上 2年以上 2年未満

千アメリカ・ドル 千アメリカ・ドル 千円 % % % % %
アメリカ 147, 483 130, 851 20, 873, 427 98. 5 ─ 65. 6 19. 7 13. 2 
（注 1）邦貨換算金額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注 2）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。
（注 3）額面金額、評価額の単位未満は切捨て。
（注 4）評価額および格付情報については金融商品取引業者、価格情報会社等よりデータを入手しています。

（2）外国（外貨建）公社債（銘柄別）
当 期 末

区 分 銘 柄 種　類 年利率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日外 貨 建 金 額 邦貨換算金額
% 千アメリカ・ドル 千アメリカ・ドル 千円

アメリカ United States Treasury Note/Bond 国債証券 5. 3750 4, 392 4, 663 743, 986 2031/02/15 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 4. 5000 8, 532 8, 704 1, 388, 503 2036/02/15 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 4. 7500 8, 384 8, 685 1, 385, 549 2037/02/15 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 4. 3750 8, 711 8, 696 1, 387, 216 2038/02/15 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 3. 5000 9, 638 8, 694 1, 386, 937 2039/02/15 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 4. 6250 8, 692 8, 689 1, 386, 104 2040/02/15 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 2. 2500 8, 906 8, 782 1, 400, 909 2027/02/15 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 2. 7500 8, 940 8, 756 1, 396, 773 2028/02/15 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 2. 6250 9, 052 8, 743 1, 394, 778 2029/02/15 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 1. 5000 9, 567 8, 739 1, 394, 163 2030/02/15 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 1. 1250 4, 638 4, 059 647, 586 2031/02/15 
United States Treasury Note/Bond 国債証券 1. 8750 12, 559 8, 706 1, 388, 925 2041/02/15 
UNITED STATES TREASURY NOTE/BOND 国債証券 1. 8750 9, 837 8, 712 1, 389, 838 2032/02/15 
UNITED STATES TREASURY NOTE/BOND 国債証券 3. 5000 3, 592 3, 454 551, 113 2033/02/15 
United States Treasury Strip Coupon 国債証券 ─ 6, 998 5, 265 839, 897 2033/02/15 
United States Treasury Strip Coupon 国債証券 ─ 12, 205 8, 742 1, 394, 594 2034/02/15 
United States Treasury Strip Coupon 国債証券 ─ 12, 840 8, 754 1, 396, 549 2035/02/15 

合　　計 銘柄数 17銘柄 
金　額 147, 483 130, 851 20, 873, 427 

（注 1）邦貨換算金額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注 2）額面金額、評価額の単位未満は切捨て。

＊同じ銘柄名が複数表示される場合、同一銘柄名であっても市場や通貨等が異なる場合があります。また、銘柄名称が長い場合、名称の一部が表記されない場合があります。
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■投資信託財産の構成
2026年 3 月26日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
公社債 20, 873, 427 98. 5 
コール・ローン等、その他 324, 669 1. 5 
投資信託財産総額 21, 198, 097 100. 0 
（注 1）評価額の単位未満は切捨て。
（注 2） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 3月26日における邦貨換算レートは、 1アメリカ・ドル＝
159. 52円です。

（注 3） 当期末における外貨建純資産（20, 999, 345千円）の投資信託財産総額
（21, 198, 097千円）に対する比率は、99. 1％です。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
2026年 3 月26日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資産 21, 198, 097, 608円

コール・ローン等 263, 919, 576  
公社債（評価額） 20, 873, 427, 622  
未収利息 59, 816, 499  
前払費用 933, 911  

（Ｂ）負債 8, 800, 000  
未払解約金 8, 800, 000  

（Ｃ）純資産総額（Ａ－Ｂ） 21, 189, 297, 608  
元本 10, 421, 806, 510  
次期繰越損益金 10, 767, 491, 098  

（Ｄ）受益権総口数 10, 421, 806, 510口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 20, 332円

＊ 期首における元本額は11, 447, 373, 897円、当作成期間中における追加設定元本額
は1, 832, 272, 488円、同解約元本額は2, 857, 839, 875円です。
＊当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額：
　米国国債ファンド　為替ヘッジあり（年 1回決算型）  2, 393, 471, 454円
　米国国債ファンド　為替ヘッジなし（年 1回決算型）  2, 457, 934, 204円
　米国国債ファンド　フレックスヘッジ（年 1回決算型） 106, 201, 923円
　米国国債ファンド　為替ヘッジなし（毎月決算型） 3, 798, 831, 559円
　米国国債ファンド　為替ヘッジあり（毎月決算型） 74, 592, 653円
　米国Ｓ＆Ｐ500フレックス戦略ファンド 596, 369, 411円
　米国国債ファンド　為替ヘッジなし（奇数月決算型）  994, 405, 306円
＊当期末の計算口数当りの純資産額は20, 332円です。

■損益の状況
当期　自2025年 3 月27日　至2026年 3 月26日

項　　　　目 当　　　　期
（Ａ）配当等収益 726, 614, 725円

受取利息 726, 614, 725  
（Ｂ）有価証券売買損益 1, 456, 857, 431  

売買益 1, 546, 736, 626  
売買損 △  89, 879, 195  

（Ｃ）その他費用 △  2, 385, 683  
（Ｄ）当期損益金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 2, 181, 086, 473  
（Ｅ）前期繰越損益金 9, 566, 947, 238  
（Ｆ）解約差損益金 △  2, 613, 340, 125  
（Ｇ）追加信託差損益金 1, 632, 797, 512  
（Ｈ）合計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） 10, 767, 491, 098  

次期繰越損益金（Ｈ） 10, 767, 491, 098  
（注 1） 解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注 2） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。
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《お知らせ》
■運用報告書にかかる信託約款の条文変更について
　2025年 4 月 1 日付の投資信託及び投資法人に関する法律の改正により、運用報告書にかかる規定が変更されたため、運用報告書
にかかる信託約款の条文を以下のとおり変更しました。（下線部を変更）
＜変更前＞
（運用報告書）
委託者は、投資信託及び投資法人に関する法律第14条に定める運用報告書を交付しません。
＜変更後＞
（運用状況にかかる情報）
委託者は、投資信託及び投資法人に関する法律第14条に定める事項にかかる情報を提供しません。

38


	◆当ファンドの仕組み
	◆為替ヘッジあり（年1回決算型）
	◆最近5期の運用実績
	◆運用経過
	基準価額等の推移について
	投資環境について
	前作成期末における「今後の運用方針」
	ポートフォリオについて
	ベンチマークとの差異について
	分配金について

	◆今後の運用方針
	◆1万口当りの費用の明細
	◆その他の計理データ
	◆お知らせ
	◆為替ヘッジなし（年1回決算型）
	◆最近5期の運用実績
	◆運用経過
	基準価額等の推移について
	投資環境について
	前作成期末における「今後の運用方針」
	ポートフォリオについて
	ベンチマークとの差異について
	分配金について

	◆今後の運用方針
	◆1万口当りの費用の明細
	◆その他の計理データ
	◆お知らせ
	◆フレックスヘッジ（年1回決算型）
	◆最近5期の運用実績
	◆運用経過
	基準価額等の推移について
	投資環境について
	前作成期末における「今後の運用方針」
	ポートフォリオについて
	ベンチマークとの差異について
	分配金について

	◆今後の運用方針
	◆1万口当りの費用の明細
	◆その他の計理データ
	◆お知らせ
	◆米国国債マザーファンド
	当作成期中の基準価額と市況等の推移
	運用経過
	基準価額等の推移について
	投資環境について
	前作成期末における「今後の運用方針」
	ポートフォリオについて
	ベンチマークとの差異について

	今後の運用方針
	計理データ

	◆お知らせ



